（様式第２号）（第７条関係）
農業新技術・新品目導入事業計画書

	住　所
	
	電話番号
	

	氏名・名称
(代表者名)
	
	生年月日・
設立年月日
	

	該当する
項目に☑
	□ 青色申告 　　□ 収入保険に加入している
□ 農地中間管理機構から賃借権等の設定を受けている
□ 信州の環境にやさしい農産物認証を受けている
□ 伝統野菜を栽培している（坂井芋、常盤牛蒡）
□ ５年以上営農継続の意思がある
□ 後継者を確保している（氏名等具体的に：　　　　　　　　　　　　）



１．営農類型（該当するものに☑）
	□稲作 □麦類作 □雑穀・いも類・豆類□工芸農作物 □露地野菜 
	□複合経営

	□施設野菜 □果樹類 □花き・花木　□その他の作物（　　　）
	

	□酪  農　□肉用牛　□養  豚　□養  鶏  　　　　　　　
	□その他（　　　　　　　　　　）

	主な販売先：



２　農業経営の現状と目標
	年間所得
	現状
（　　年度）
	目標
（　　年度）
	年間労働
時間
	現状
（　　年度）
	目標
(　　年度)

	
	万円
	万円
	
	時間
	時間



３　農業経営の現状と目標
	(1) 生産

	作目・部門名
	現状（　　年度）
	目標（　　年度）

	耕　種
	作付面積(a)
	生産量
	作付面積(a)
	生産量

	
	a
	
	a
	

	
	a
	
	a
	

	
	a
	
	a
	

	畜　産
	飼育数(頭、羽)
	生産量
	飼育数(頭、羽)
	生産量

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	

	(2) 農作業の受託・農産物の加工・販売その他の関連・付帯事業（売上げ）

	事業内容
	現状（　　年度）
	目標（　　年度）

	
	万円
	万円

	
	万円
	万円


４ 農業経営の現状と課題
（例：作業時間の増加、人手不足、収量のばらつき、規模拡大 など）
	






５　事業計画
	実施事業名
	

	事業の分類
（該当項目に☑）
	· 新技術導入　□ 新品目導入　□　新加工品開発
· 調査研究（技術指導・視察研修）

	事業の目的
	

	事業内容※１
	

	事業導入により期待される
効果※２
	

	市内農業者への波及効果
（該当項目に☑）
	· 栽培方法の共有　□　研修会の開催　□　生産部会等での情報共有
· 新たな振興作物　□　加工品の商品化
· その他（　　　　　　　　　　　　　） 

	事業実施期間
	　年　　月　　日　から　　　年　　月　　日まで


※１ 導入する新技術・新品目（品種）名、加工品の内容、技術指導・研修内容、事業実施場所等について、具体的に記入すること。
※２ 本事業の実施による効果を把握するため、導入前と導入後の見込みについて、作付面積、収量、売上、所得及び労働時間の項目ごとに記載するものとする。なお、数値については見込みで差し支えない。

